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新たな在留管理制度　（在留資格をもって中長期間在留する外国人を対象）

氏名，生年月日，
性別，国籍，住居地
在留資格，在留期間等

法務省（入国管理局） 市区町村

住民基本台帳制度
（外国人住民）

Ａ市 Ｂ市

正確な情報が反映された
外国人の台帳制度に基づいて
行政サービスを提供
　就学通知，国民健康保険，児
童手当等の市区町村の個別事務
が円滑に進み，適法に在留する
外国人へのサービスが充実

住民票住民票

正確な情報を
適宜・適切に提供

住居地の新規届出（転入届）
（在留カードに反映）

住居地変更の届出（在留カードに反映）

上陸許可・在留に係る
許可の申請

上陸許可・在留に係る許可に伴い，
在留カードを交付

・氏名，生年月日，性別，国籍の変更届
　（在留カードに反映）
・所属機関，身分関係等の変更届

在留カード

在留管理に必要な情報
  ・氏名，生年月日，性別，
　  国籍，住居地等
  ・在留資格の基礎となる事項
　　（所属機関，身分関係）

　　　　　　　　↓

一元的，継続的に把
握 電算記録電算記録

住居地情報

　　・受け入れの開始，終了等の受け入れの
      状況に関する事項を届出

　届出事項についての事実の調査
　　・関係人に対する出頭要求，質問，文書提示要求
　　・公務所又は公私の団体への照会

　在留資格取消制度の整備
　　・虚偽の住居地を届け出たことや，配偶者の身分を
　　　有する者としての活動を継続して６月以上行わない
　　　で在留していること等を取消事由に追加
　　・取消手続における書面の送達に関する規定を整備

厚生労働省

法務省からの求めにより情報提供

　在留期間の上限伸長
　　・３年→５年

３年
５年

取消

　再入国許可の緩和
　　・有効な旅券及び在留カードを所持する外国人は，原則として，
　　　１年以内の出国については再入国許可不要
　　・長期出国の場合，再入国許可を要するが，許可の有効期間を
　　　伸長　　（３年→５年）

在留資格に応じ
必要な情報に限定

＜所属機関＞

学校，研修先

（転出届） （転入届）

雇用対策法に
基づく届出

届出

雇用先

　在留カードの社会的信用性を保護するための措置
　　・在留カード偽造行為等に対する罰則の整備
　　・在留カード偽造行為等の退去強制事由への追加
　　・不法就労助長活動に対する罰則の整備

適法に在留する
外国人の
利便性増大



「活力ある豊かな社会」「活力ある豊かな社会」，，「安全・安心な社会」，「外国人との共生社会」「安全・安心な社会」，「外国人との共生社会」の実現の実現

１ 厳格な出入国審査等の水際対策の実施
○ 個人識別情報を活用した上陸審査の推進
○ 国内外の関係機関との連携による情報を活用した水際対策の強化
○ 港湾におけるパトロールなど，船舶等を使った不法入国者への対策の強化

２ 国内に不法滞在・偽装滞在する者への対策の推進
○ 不法滞在者・偽装滞在者に係る情報の収集・分析体制の整備等
○ 不法滞在者の稼働先の分散化等に対応した積極的な摘発等の実施
○ 偽装滞在者に対する在留資格の取消し等の実施，警察等捜査機関との連携の強化
○ 迅速な送還に向けた取組の実施

３ 被収容者処遇の一層の適正化に向けた取組
○ 入国者収容所等視察委員会の活動等を通じた処遇の透明化・適正化

４ 在留特別許可の適正な運用
○ 在留特別許可の透明性の向上に向けた取組の推進
○ 在留特別許可の適正な運用を通じ，許可の対象となり得る者の法的地位の早期安定化

安全・安心な社会の実現に向けた不法滞在者対策等の推進

１ 適正かつ迅速な難民認定のための取組
○ 難民等の法的地位の早期安定化及び難民認定制度の公正性・中立性の確保

２ 第三国定住による難民の受入れ
○ パイロットケースの円滑な実施とともに，今後の受入れの在り方の検討

難民の適正かつ迅速な庇護の推進

○出入国管理体制の整備 ○国際協力の更なる推進 ○人身取引被害者等への配慮
○外国人登録制度の適切な運用及び新制度への円滑な移行

その他

１ 経済成長に寄与するなど社会のニーズにこたえる人材の受入れ
○ 高度人材の積極的な受入れのためのポイント制を活用した優遇制度の導入
○ 企業における人材活用の多様化に対応する，企業で雇用される外国人に係る在留資格の
見直し

○ 資格等によって専門性，技術性が担保されている外国人の受入れの推進
○ 企業で雇用される外国人の在留資格審査に係る提出書類の簡素化及び審査の迅速化の
一層の徹底

○ 歯科医師，看護師等の有資格者に対する就労年数制限の見直し
○ ＥＰＡで受け入れた介護福祉士の就労状況等も踏まえ，我が国の大学等を卒業し，介護
福祉士等の国家資格を取得した者の受入れの可否について検討

２ 日系人の受入れ
○ 地域社会の中で自立・安定した社会生活が営まれる観点から，日系人に係る入国等の
要件の見直しの検討

○ 日系人子女の健全な育成等のための在留期間更新等の審査における就学状況の確認

３ 国際交流の一層の推進
○ 観光立国実現に向けた取組の推進
○ ワーキングホリデー制度等を通じた青少年交流の拡大
○ ビジネス関係者等の交流の一層の活発化に向けた円滑な出入国手続の検討

４ 留学生の適正な受入れの推進
○ 「留学生30万人計画」の達成に向けた適正・円滑な入国・在留審査の実施

○ 我が国企業への就職を希望する留学生の在留資格変更手続の円滑化の推進

５ 研修・技能実習制度の適正化への取組
○ 労働基準監督署等との連携を密にし，技能実習生の保護を徹底
○ 積極的な実態調査等に基づく監理団体，実習実施機関の適正化
○ 送出し機関の適正化に向けた審査の強化，送出し国への働きかけの強化

６ 外国人の受入れについての国民的議論の活性化
○ 人口減少時代における外国人の受入れの在り方について，国民的議論を活性化し，国全体
として方策を検討していく中で，その検討に積極的に参画

我が国社会に活力をもたらす外国人の円滑な受入れ

１ 情報を活用した適正な在留管理の実現
○ 在留状況の迅速かつ的確な分析による適正な在留管理の実現

２ 外国人との共生社会の実現に向けた取組
○ 市区町村等への適切な情報提供等を通じた市区町村が実施する在留外国人への各種行政
サービスの向上

○ 在留外国人の負担軽減の観点からの在留諸申請手続の簡素化等の推進

新たな在留管理制度の円滑な導入と同制度に基づく出入国管理行政の展開

○ 本格的な人口減少時代が到来する中，我が国の社会が活力を維持しつつ，持続的に発展するとともに，アジア地域の活力を取り込んでいくとの観点から，積極的な外国人の
受入れ施策を推進していく

○ 我が国社会の秩序を維持し，治安や国民の安全等を守るため，テロリストや犯罪者の入国を確実に水際で阻止し，また，依然として相当数存在する不法滞在者や今後増加が
懸念される偽装滞在者対策等を強力に推進するとともに，法違反者の状況に配慮した適正な取扱いを行っていく

○ 我が国における在留外国人の増加，活動内容の多様化等に対応し，在留外国人の居住・在留状況等を正確に把握等するために導入される新たな在留管理制度を適切に運用
し，情報を活用した適正な在留管理を行っていくとともに,地方公共団体における円滑な行政サービスの実施に必要な情報の提供を行うなど,外国人の利便性の向上に努めていく

○ 国際社会の一員として，難民の適正かつ迅速な庇護を推進していく

今後の出入国管理行政の方針
第４次出入国管理基本計画の概要

具体的施策
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